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９．４から８までに掲げる事業及び措置の総合的かつ一体的推進に関する事項 

［１］市町村の推進体制の整備等  

（１）大分市における内部の推進体制 

 本市では、第 1期 基本計画策定に際し、庁内の 12部からなる「大分市中心市街地活性

化基本計画策定・推進委員会」を設置しており、第 2 期基本計画の策定についても引続き

当委員会で、第 1 期の検証や施策などの取りまとめ、県事業や民間事業との連携などにつ

いて、計画策定に必要な検討を行った。第 2 期基本計画の策定後も、この組織により計画

の進ちょく管理を行うとともにフォローアップ体制を整備していく。 

また、委員会の下部組織として幹事会（課長級）、作業部会（主に課長補佐、係長級）を

設置しており、具体的な事業の推進について調整を行う。 
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（２）大分市における取り組み状況 

▲平成 24年 4月 16日 作業部会 

 第 2 期 大分市中心市街地活性化基本計画の策定に向けて作業部会をはじめとする庁内

関係課に事業継続並びに新規事業の掘り起しについてヒアリングを実施。 

▲平成 24年 5月 28日 作業部会 

 現在の中心市街地の状況、第 1期 基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 2期 基

本計画に向けた庁内の事業の抽出状況、民間事業の抽出状況、スケジュールなどにより、

第 2期計画の策定に向けて協議。 

●平成 24年 6月 1日 委員会・幹事会合同会議 

現在の中心市街地の状況、第 1期 基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 2期 基

本計画に向けた庁内の事業の抽出状況、民間事業の抽出状況、スケジュールなどにより、

第 2期計画の策定に向けて協議。 

▲平成 24年 7月 13日 作業部会  

 第 2 期 基本計画の組み立てと各課が担当する事業の確度の確認、及び民間事業との連

携による活性化の推進について協議。 

◆平成 24年 8月 10日 幹事会 

 第 2 期 基本計画の組み立てと各課が担当する事業の確度の確認、及び民間事業との連

携による活性化の推進について協議。 

●平成 24年 8月 31日 委員会 

 第 2 期 基本計画の組み立てと各課が担当する事業の確度の確認、及び民間事業との連

携による活性化の推進について協議。 

▲平成 24年 10月 30日 作業部会 

 第 2期 基本計画（素案）、今後の中心市街地における課題について協議。 

◆平成 24年 11月 6日 幹事会 

 第 2期 基本計画（素案）、今後の中心市街地における課題について協議。 

●平成 24年 11月 14日 委員会 

第 2期 基本計画（素案）、今後の中心市街地における課題について協議。 

●平成 26年 6月 5日 委員会・幹事会合同会議 

第 2期 基本計画、平成 25年フォローアップ及び事業の進捗状況の報告。今年度の取り

組みについて協議。 

●平成 29年 3月 9日 委員会・幹事会合同会議 

基本計画に関するこれまでの取組、第 3期基本計画の策定について協議。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 127 

［２］中心市街地活性化協議会に関する事項  

（１）大分市中心市街地活性化協議会の概要 

 本市では、「大分商工会議所」と「株式会社 大分まちなか倶楽部」が共同設置者として、

平成 20年 4月に「大分市中心市街地活性化協議会」が設置された。 

 第 2期 基本計画においても、第 1期 基本計画と同様に活動を行っていく。 

 

＜１＞協議会の構成員 

 協議会は、大分市中心市街地の都市機能の増進や経済活力の向上、にぎわいの創出など

について、総合的に推進するために、大分商工会議所や商店街、大型店等の商業関係者、

バス事業者などの交通事業者、銀行などの金融機関、福祉や教育、自治会や NPO 法人など

まちづくりに関する団体等、多様な主体からの代表者を構成員として位置づけている。 

 

○大分市中心市街地活性化協議会構成員（順不同） 
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 また、本市では、活性化基本計画に関連する取組みを具体的に検討するために、下部組

織としてワーキング委員会を設置しており、さらに課題の解決や新たな取り組みについて

専門的に研究するための各種専門部会を設置し、活性化への取組みを推進している。 

 

○大分市中心市街地活性化協議会ワーキング委員会構成員（順不同） 
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○各専門部会 
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＜２＞株式会社 大分まちなか倶楽部の概要 

 

平成 19年 5月には、都市機能の増進を図るものとして、大分商工会議所との法定協議会

の共同の設立者となるべく「株式会社大分まちなか倶楽部」が、官民が一体となった会社

として設立された。 

〇株式会社大分まちなか倶楽部の概要 

【設立】平成 19年 5月 14日 

【資本金】10,500,000円（発行株式数 525×一口 20,000円） 

【出資者】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事業目的】 

・都市基盤整備、都市再開発、観光開発等都市機能の向上を図る事業及び産業振興事業に

関する各種調査、研究、企画立案、情報提供並びに実施及びコンサルタント業務 

・上記事業に係る共同施設、駐車場、店舗等の取得、建設、管理運営業務 

・上記事業に係る不動産の取得、譲渡、賃貸借、斡旋、仲介及び管理、維持、補修、警備、

清掃業務 

・上記事業に係る商業振興各種イベントの企画、実施、販売、情報提供 

・商店街、商店の販売促進のための共同事業の企画運営、指導、情報提供、コンサルタン

ト業務及び事業実施の受託 

・地方公共団体、法人、その他事業者等の依頼により対価を得て行う調査、研究、コンサ

ルタント業務及び事業実施の受託 他 

区分 所有株式数 所有割合 備考 

大分市 100 19.05％ 発起人 

大分商工会議所 100 19.05％ 発起人 

大分合同新聞社 75 14.29％  

㈱トキハ 50 9.53％  

デジタルバンク㈱ 25 4.76％  

㈱大分銀行 25 4.76％  

㈱豊和銀行 25 4.76％  

大分信用金庫 25 4.76％  

大分県信用組合 25 4.76％  

大分市中心部商店街振興組合 25 4.76％  

大分都心まちづくり委員会 25 4.76％  

(株)ＪＲ大分シティ 25 4.76％  

計 525 100％  
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（２）大分市中心市街地活性化協議会 

〇大分市中心市街地活性化協議会の目的等概要（抜粋） 

（目的） 

第 3条 協議会は、次に掲げる事項を行うことを目的とする。 

（1）大分市が策定する中心市街地活性化基本計画並びに認定基本計画及びその実施に関し

必要な事項についての意見の調整及び整理 

（2）大分市の中心市街地の活性化に関する事業の実施及び調整 

（3）大分市の中心市街地の活性化に関する関係者相互の意見及び情報の交換 

（4）大分市の中心市街地の活性化に寄与する調査研究の実施 

（5）その他中心市街地に関すること 

(役員) 

第 7条 協議会に次の役員を置く。 

（1）会長  1名 （2）副会長 2名 

2 会長は大分商工会議所会頭をもって充てる。 

3 副会長は会長が会員の中から選任する。 

（会議） 

第 10条 協議会は、年 1回以上開催し、活動報告、活動計画、規約の改正、役員の選出そ

の他必要な事項を審議する。 

2 協議会は、会員をもって構成する。 

3 協議会は、会員の半数以上が出席しなければこれを開くことができない。 

4 協議会は、会長が招集し、会長が議長となる。 

5 協議会の議事は、主席者の過半数をもってこれを決し、可否同数のときは、議長の決す

るところによる。 

（ワーキング委員会） 

第 11条 協議会の目的を実行するため、ワーキング委員会を設置することができる。 

2 ワーキング委員会は、協議会の定める活動方針に沿って活動する。 

3 ワーキング委員会は活動状況を協議会に報告する。 

4 ワーキング委員会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 

〇大分市中心市街地活性化協議会ワーキング委員会の概要（規定抜粋） 

（所掌事項） 

第 2条 ワーキングは、大分市中心市街地活性化協議会（以下「協議会」という。）の会長

（以下「会長」という。）の指示を受け、次に掲げる事項を所掌する。 

（1）協議会への提案事項の調査研究及び調整に関する事項 

（2）中心市街地活性化に関する課題、問題点の把握とその解決に関する事項 

（3）中心市街地活性化に資する事業の企画及び実施 

（4）その他中心市街地活性化全般に関し必要な事項 

（組織） 

第 3条 ワーキングは、委員長、副委員長及び第 5条に規定する委員をもって構成する。 

2 ワーキングは、事業実施や調査研究などの目的に応じて、委員と外部専門家等で構成す

る専門部会を組織することができる。 
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平成 24年度会議等の開催状況 

▲平成 24年 4月 27日 第 1回次期計画策定部会  

現在の中心市街地の状況、第 1期 基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 2期 基

本計画に向けた公共事業と民間事業の抽出状況、スケジュールなどにより、第 2期計画の

策定に向けて協議。 

▲平成 24年 6月 6日 第 2回次期計画策定部会 

現在の中心市街地の状況、第 1期 基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 2期 基

本計画に向けた公共事業と民間事業の抽出状況、スケジュールなどにより、第 2期計画の

策定に向けて協議。 

●平成 24年 6月 22日 平成 24年度 第 1回 大分市中心市街地活性化協議会 

現在の中心市街地の状況、第 1期 基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 2期 基

本計画に向けた公共事業と民間事業の抽出状況、スケジュールなどにより、第 2期計画の

策定に向けて協議。 

▲平成 24年 7月 24日 第 3回次期計画策定部会 

第 2期 基本計画に向けた公共事業と民間事業の抽出状況と新規事業の抽出、官民の事業

連携の検討。 

▲平成 24年 8月 20日 第 4回次期計画策定部会 

 第 2期 基本計画に向けた民間事業の新たな取り組みと官民の事業連携の検討。 

▲平成 24年 11月 7日 第 5回次期計画策定部会 

 第 2期 大分市中心市街地活性化基本計画（素案）について検討 

◆平成 24年 11月 26日 第 1回 ワーキング委員会 

次期計画策定部会の検討結果に基づく第 2期大分市中心市街地活性化基本計画（素案）に

ついて検討。 

●平成 24年 11月 28日 第 2回 大分市中心市街地活性化協議会 

下部組織等からの検討結果を踏まえた第 2期大分市中心市街地活性化基本計画（案）につ

いて協議。 

大分市中心市街地活性化基本計画案に関する意見については下記の通りまとめられ、大分

市へ提出された。 

●平成 25年 3月 29日 第 3回 大分市中心市街地活性化協議会 

第 2期大分市中心市街地活性化基本計画の認定報告及び第 2期基本計画の概要を報告し、

併せて今後の協議会のあり方について協議。 

 （平成 25年 5月 大分市中心市街地活性化協議会） 

  第 2期基本計画に位置づけられた事業の追加等について協議。 

 （平成 26年 1月 大分市中心市街地活性化協議会） 

  第 2期基本計画に位置づけられた事業の追加等について協議。 

●平成 26年 3月 27日 平成 25年度第 1回 大分市中心市街地活性化協議会 

基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 2 期基本計画に位置づけられた事業の追加

等について協議。 

●平成 26年 10月 平成 26年度第 1回中心市街地活性化協議会 

 第 2期基本計画に位置づけられた事業の追加等について協議。 
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●平成 27年 7月 23日 平成 27年度第 1回 大分市中心市街地活性化協議会 

基本計画の取り組み状況等の報告。 

●平成 28年 2月 19日 平成 27年度第 2回 大分市中心市街地活性化協議会 

第 2期基本計画に位置づけられた事業の追加等について協議。 

●平成 28年 5月 11日 平成 28年度第 1回 大分市中心市街地活性化協議会 

 基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 2期基本計画に位置づけられた事業の変更 

等について協議。 

●平成 28年 10月 4日 平成 28年度第 2回 大分市中心市街地活性化協議会 

 第 2期基本計画に位置づけられた事業の追加等について協議。 

●平成 28年 12月 22日 平成 28年度第３回 大分市中心市街地活性化協議会 

 基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 2 期基本計画に位置づけられた事業の変更

等について協議。 

●平成 29年 3月 29日 平成 28年度第４回 大分市中心市街地活性化協議会 

 基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 3期基本計画の策定方針等について協議。 

●平成 29年 5月 10日 平成 29年度第１回 大分市中心市街地活性化協議会 

 基本計画の取り組み状況等の報告を行い、第 2 期基本計画に位置づけられた事業の変更

等について協議。 
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◇活性化協議会による意見書（写し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 135 

 



 136 

［３］基本計画に基づく事業及び措置の一体的推進  

 本市の中心市街地では、変化に対応した持続性のあるまちづくりの推進に向けて、商店

街や民間事業者において自主・自立に向けた取り組みを進めている。 

 

（１）商店街事業戦略室 

 本市の中心市街地では、100 年に一度といわれるような大型ハード事業である、大分駅

付近連続立体交差事業と大分駅南土地区画整理事業などが進められており、それにあわせ

て中心部の商業環境に大きく影響を与える「ＪＲ大分駅ビル」の整備が行われているが、

これは、多くの市民にとって待望の施設であり、これまで郊外の大規模集客施設に吸引さ

れていた消費者を中心部に呼び戻すことが可能な集客力を持っていることから、中心部の

にぎわい創出の中心となることが期待されている。 

 しかしながら、中心部の商業環境に大きな影響を与えることも想定されており、中央町

側の竹町通商店街と中央町商店街では、「商店街事業戦略室」を創設し、これからの変化に

併せて様々な取り組みを進めるように検討を開始しており、そのひとつが、変化に併せた

商店街のテナントミックスの推進である。 

 第 1 期計画において商店街の方針を定めて大分まちなか倶楽部がテナントミックスを実

施した結果、竹町通商店街と中央町商店街では、賑わいが回復するなど事業効果が現れて

おり、今後は、大きな変化を的確に捉えながら、迅速な取組みが出来るよう 2 商店街が連

携してテナントミックスを実施する。 

 また、第 1 期計画で、イベント実施場所での事業効果も確認できており、２商店街がに

ぎわい創出に向けて連携した取り組みを進める。 

 具体的には、平成 27年春に会館予定の大分県立美術館については、この 2商店街が大分

駅と県立美術館を結ぶ動線となることから、美術館と連携したアートイベントをすでに実

施している。 

 さらに、後述のイベントコミュニティ連携組織「マッチクリエイト」との連携により、

いつも何かが行われている、にぎやかで魅力あふれる商店街を目指す。 

 これらの取組みを含め新たな事業を進めるにあたり、事業費の捻出が課題となるが、今

後、商店街で自主事業に取り組むことで事業費を捻出するような検討も進めており、また、

事務機能の見直しを進めることで経費の節減による事業費への転用も併せて検討してお

り、これらの取組みを、商店街と大分まちなか倶楽部が推進することにより、持続可能な

商店街の活性化への取り組み、にぎわい創出が可能となる。 

 一方、取組みが遅れている府内町については、現在商店街や大型店により、課題の解決

に向けた活性化の取組みを進めるための検討組織の立ち上げに向けて調整を進めており、

組織が編成された後に、竹町通商店街と中央町商店街の「商店街事業戦略室」との調整や

連携を大分まちなか倶楽部を中心に進めることで、中心市街地エリア全体の活性化の推進

を図る。 
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（２）イベントコミュニティ連携組織「マッチクリエイト」 

 本市の中心市街地では、多くの活動団体が様々な活動を行っており、これまでは、その

調整を「株式会社 大分まちなか倶楽部」が行っていたが、平成 24年 5月にそれらの団体

が自立した活動が可能となるように、大分まちなか倶楽部が調整する中で、「中心市街地イ

ベントコミュニティ連携組織マッチクリエイト」を設立している。 

 この組織は、これまで大分まちなか倶楽部が中心市街地で進めてきたイベントミックス

事業を推進し、拡大していくために組織化されたものであり、今後はこの組織が中心とな

り、中心市街地のにぎわいの創出に繫がる市民活動や各種のイベントについて実施、調整

を図ることで、持続可能な中心市街地のにぎわい創出による魅力の向上を図る。 
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（３）リノベーション推進組織 

 平成 27年春に開業予定の「ＪＲ大分駅ビル」については、３１，０００㎡の商業施設に

加え、ホテル、温浴施設、シネマコンプレックスなどが整備されることから、これまで郊

外の大規模集客施設に吸引されていた消費者を中心部に呼び戻すことが可能な集客力が予

想され、中心部のにぎわい創出の中心となることが期待されている。 

 しかしながら、中心部の商業環境に大きな影響を与えることも予想されており、中心市

街地では、老朽化し、低・未利用となっている商業ビルなどが現在でも散見されているが、

今後ますます増加してくると予想されており、その余剰した商業ビルの再生については、

外観や内装の改装と機能の転換を併せて行う「リノベーション」の手法により、商業や業

務機能であった低・未利用のビルを住居系へ転換を図り、居住の推進による既存の土地建

物の利活用の増進を進めることについて、大分まちなか倶楽部を中心に建築士会や不動産

関係者などと「リノベーション推進組織」の立ち上げに向けて調整を進めている。 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


